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問1 環境問題への対策として、政府が二酸化炭素などの地球温暖化の原因となる物質を排出する企業や個人に対して課税を行い、
その負担を避けるための行動を促すことで、汚染物質の排出を抑制しようとする経済的誘導手法を何というか。 （2022年　全国公立入

試　類似）

1.  環境税 2.  排出権 3.  課徴金 4.  補助金

問2 日本の社会保障制度において、被保険者や事業主が納める保険料だけでは財源が不足するため、国や地方自治体が税金から支
出して制度の安定や公平性を図るための財源負担を何というか。 （2015年　全国公立入試　類似）

1.  国庫負担 2.  地方負担 3.  公費負担 4.  自己負担

問3 現代の市場経済において、企業は単に利潤を追求するだけでなく、環境保全や法令遵守、地域社会への貢献といった役割を果
たすことが期待されている。これに伴い、投資家が企業の売上高や利益といった財務状況だけでなく、こうした環境や社会へ
の配慮、企業統治のあり方などを評価基準に組み込んで投資先を選定する手法を何というか。 （2025年　全国公立入試　類似）

1.  企業統治 2.  企業倫理 3.  企業の社会的責任 4.  社会的責任投資

問4 1973年に勃発した中東での紛争を契機として、産油国による原油価格の引き上げや供給制限が行われた。これにより世界的な
経済混乱が生じ、日本でもトイレットペーパーの買い占め騒動に代表される「狂乱物価」と呼ばれる激しいインフレが発生し
た。この結果、日本経済は戦後初のマイナス成長を記録することとなった。この一連の出来事を何と呼ぶか。 （2018年　全国公立入試　

類似）

1.  世界金融危機 2.  第二次石油危機 3.  第一次石油危機 4.  アジア通貨危機

問5 日本の社会保障給付は高齢者向けの年金や医療に偏重していると指摘される。これに対し、児童手当の給付や保育サービスの
提供など、次世代の育成を支えるための公的支援の規模を示す指標が存在する。この指標の対GDP比を国際比較すると、日本
はスウェーデンやイギリスなどのヨーロッパ諸国に比べて低い水準にとどまっており、少子化対策の観点からもその拡充が議
論されている。この指標の名称として最も適当なものを答えよ。 （2022年　全国公立入試　類似）

1.  高齢関係社会支出 2.  遺族関係社会支出 3.  失業関係社会支出 4.  家族関係社会支出

問6 日本の金融行政において、金融機関が抱える回収困難な資産のうち、破綻には至っていないものの、金利の減免や返済の繰延
べ（リスケジューリング）といった救済措置が講じられたり、元利金の支払いが3か月以上滞ったりしている債権の分類名を何
というか。 （2022年　全国公立入試　類似）

1.  要管理債権 2.  危険債権 3.  破産更生債権 4.  正常債権

問7 我が国において「発券銀行」「銀行の銀行」「政府の銀行」という3つの役割を持ち、物価の安定などを目指して金融政策を行
う組織の名称を答えよ。なお、この組織は市中銀行の預金金利を直接決定する権限は持たず、公開市場操作などを通じて間接
的にコントロールしている。 （2014年　全国公立入試　類似）

1.  勧業銀行 2.  第一銀行 3.  日本銀行 4.  興業銀行

問8 1980年代後半から2000年代初頭にかけて、若年離職者が再就職する際に正規雇用から非正規雇用へ移行する割合が増加した
背景には、労働市場の規制緩和がある。特に1990年代後半から2000年代にかけて対象業務が大幅に自由化され、派遣労働と
いう雇用形態の拡大に決定的な影響を与えた法律は何か。 （2007年　全国公立入試　類似）

1.  最低賃金法 2.  労働者派遣法 3.  労働基準法 4.  労働組合法

問9 国民所得統計において、国内総生産（GDP）を算出する際に、生産総額から二重計算を避けるために差し引かれる、原材料や
燃料などの他社から購入した物品やサービスの費用を何というか。 （2024年　全国公立入試　類似）

1.  粗付加価値 2.  雇用者報酬 3.  総産出額 4.  中間投入物
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答え合わせ・解説 No.1

問1 答え 1
環境税

市場メカニズムを利用して環境負荷を低減させる政策手法であり、汚染物質の排出に対して金銭的
な負担を課すことで、企業や消費者に自主的な排出削減を促す。これに対し、排出量の上限を直接
定めて違反者に罰則を科す手法は直接規制、排出枠を市場で取引させる手法は排出量取引（排出権
取引）と呼ばれる。

問2 答え 3
公費負担

日本の社会保障制度は社会保険方式を基本としているが、保険料収入だけではすべての給付を賄う
ことができないため、国や地方自治体の税金（公費）が投入されている。これにより、低所得者の
負担軽減や制度の安定的な運営が図られており、日本の社会保障給付費の財源構成において、保険
料に次ぐ重要な柱となっている。

問3 答え 4
社会的責任投資

企業が果たすべき社会的責任（CSR）を重視し、投資家が環境への配慮や地域社会への貢献、法令
遵守などの状況を評価して投資先を決定する手法を社会的責任投資（SRI）と呼ぶ。近年では、環
境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）を重視するESG投資もその代
表例として注目されている。これに対し、株主が企業の経営を監視・規律する仕組みはコーポレー
ト・ガバナンス（企業統治）と呼ばれる。

問4 答え 3
第一次石油危機

1973年の第四次中東戦争を契機に、OPEC（石油輸出国機構）やOAPEC（アラブ石油輸出国機構）
が原油価格の引き上げや供給制限を行ったことで発生した世界的な経済混乱である。日本ではトイ
レットペーパーなどの買い占め騒動が起き、狂乱物価と呼ばれる激しいインフレが発生して、戦後
初のマイナス成長を記録した。これにより、それまで続いていた高度経済成長が終焉を迎えること
となった。

問5 答え 4
家族関係社会支出

日本の社会保障制度は歴史的に高齢者向けの給付（年金・医療）の割合が高く、子育て世帯への支
援が手薄であることが課題とされてきた。児童手当や保育サービス、育児休業給付などに充てられ
る公的支出の総額を示す指標を家族関係社会支出と呼ぶ。この支出の対GDP比を国際比較すると、
日本はスウェーデンやイギリスなどのヨーロッパ諸国に比べて著しく低い水準にあり、少子化対策
や子育て支援の充実に向けて、この支出の増額が強く求められている。

問6 答え 1
要管理債権

金融再生法に基づく開示債権の区分において、債務者の履行状況や経営状態に応じて債権は分類さ
れる。このうち、元利金の支払いが3か月以上滞っている債権や、貸出条件の緩和（金利減免や返
済期限の延長などの救済措置）を行った債権は、要管理債権に分類される。より深刻な経営破綻の
状態にある債務者に対するものは「危険債権」や「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」として
区別される。

問7 答え 3
日本銀行

「発券銀行」「銀行の銀行」「政府の銀行」という3つの機能を持つのは、我が国の中央銀行であ
る日本銀行である。日本銀行は、景気の調整や物価の安定を図るために公開市場操作（オープン・
マーケット・オペレーション）などの金融政策を行うが、市中銀行の預金金利を直接決定する権限
は持っておらず、市場を介して間接的に誘導する役割を担っている。

問8 答え 2
労働者派遣法

1980年代後半から2000年代初頭にかけて、若年離職者が再び正規雇用を得ることは困難になり、
非正規雇用へ移行する割合が増加した。この背景には、企業のコスト削減志向に加え、政府による
労働市場の規制緩和政策がある。1986年に施行された労働者派遣法は、1999年の対象業務の原則
自由化、2004年の製造業への派遣解禁などを経て、非正規雇用の代表格である派遣労働者を急増さ
せる要因となった。

問9 答え 4
中間投入物

国内総生産（GDP）は、国内で新たに生み出された付加価値の合計である。各生産段階における生
産総額には、他から購入した原材料などの価値が重複して含まれているため、これらの中間投入物
の額を差し引くことで、純粋に新たに生み出された付加価値を算出する。


